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末時点で比較すると、電子マネーの発行枚数2は 2 億 6,396 万枚、クレジットカードの発行
枚数3は 2 億 5,890 万枚で、電子マネーの発行枚数がクレジットカードのそれを逆転した。
クレジットカードは 1961 年のサービス開始から 54 年が経過しているのに対し、電子マネ
ーは2001年のサービス開始から15年が経過した時点で発行枚数を追い抜いたことになる。
このような状況から考えると、電子マネーは急激に普及がなされたと言うことができる。 
政府は 2014 年 6 月に「『日本再興戦略』改定 2014-未来への挑戦」の中で、キャッシュ
レス化決済の普及による利便性・効率性の向上を図るという構想を掲げ、同年 12 月にはキ
ャッシュレス化に向けた国の方策がまとめられた。さらに 2015 年 6 月には「『日本再興戦
                                                   
1 Suica は東日本旅客鉄道、WAON はイオン、nanaco はセブン・カードサービスの登録商標である。 


























するセブン＆アイの nanaco での決済件数は、JR 東日本が発行する Suica の約 2 倍となっ
ており、その規模の大きさを認識することができる。 
  
                                                   
4 きんざい（2016）『月刊消費者信用』2016 年 9 月号, p.10. 





表 1-1 主要電子マネーの取引実績（2016 年 7 月） 
（出所）きんざい（2016）『月刊消費者信用』2016 年 9 月号より筆者作成 
     
1-2 研究の背景 
現在、電子マネーは複数の企業から発行されている。JR 東日本は Suica の利用範囲を本
業の鉄道事業から自社の流通事業へ拡大し、利用者の利便性の向上を図ってきた。さらに、
複数の企業と提携して Suica の利用範囲を他の鉄道事業者や流通事業者へと広げた。これ




野村総合研究所（2009）6の調査によると、Suica の利用場所の第 1 位は駅の構内にある
小売店（55.7％）、第 2 位コンビニエンスストア（46.2％）、第 3 位が駅構内にある飲食店










                                                   
6 第 116 回 NRI メディアフォーラム「電子マネーの利用実態と最新動向」p.30． 
主要事業者 楽天Edy JR東日本 セブン＆アイ イオン
名称 楽天Edy Suica nanaco WAON
サービス
開始時期
2001/04 2004/03 2007/04 2007/04
9,710 5,859 4,912 5,950
8.0 13.1 19.5 16.0
3,660 9,699 18,580 20,592億円













































                                                   








図 1-1 電子マネーの分類 
 














                                                   
8 電子マネーのデータを IC チップに保有していることから、IC チップが携帯通信端末等に搭載されてい


























から金銭的な価値を IC カード等に蓄積して決済を行う IC カード型と、貨幣価値データの
管理を行うソフトウェアをパソコン等に組みこみネットワークを経由して決済を行うネッ






























                                                   















































されている（表 2-1 参照）。 
 
表 2-1 キャッシュレス化推進の流れ 
（出所）政府の提言を整理し筆者作成 
 







































関西万博 2025 に向けて、キャッシュレス比率 40％を前倒しで実現したいとしている。 
  























 日本で最初に IC カード型の電子マネーを発行したのはビットワレット株式会社であり、
2001 年電子マネーEdy（現楽天 Edy）のサービスを開始した。電子マネーを広めたのは 2004
年にマネーサービスを開始した Suica であり、2007 には nanaco と WAON がサービスを
始めた。表 2-2 は日本で発行されている電子マネー主要 8 社の決済件数及び決済金額の推
移を示したものであり、全国規模で使用できる主要な電子マネーが揃い始めた 2008 年度か







表 2-2 主要電子マネーの決済件数・決済金額等の推移 







（百万件） 前年比 （億円） 前年比 （円） 前年比 (万枚） 前年比
2008 1,116 - 8,172 - 732 - 10,503 -
2009 1,510 135.3% 12,549 153.6% 831 113.5% 12,989 123.7%
2010 2,002 132.6% 17,334 138.1% 866 104.2% 15,174 116.8%
2011 2,343 117.0% 20,581 118.7% 878 101.4% 17,497 115.3%
2012 2,837 121.1% 25,942 126.0% 914 104.1% 20,016 114.4%
2013 3,452 121.7% 33,521 129.2% 971 106.2% 22,967 114.7%
2014 4,237 122.7% 41,998 125.3% 991 102.1% 26,396 114.9%
2015 4,828 113.9% 47,882 114.0% 992 100.1% 30,251 114.6%




















表 2-3 主な電子マネーの一覧 





















































①楽天 Edy（2001 年 11 月サービス開始） 
ビットワレットは、2001 年にソニーグループが中心となり、エヌ・ティ・ティ・ドコモ
（以下「ドコモ」と呼ぶ。）、さくら銀行（現三井住友銀行）、東京三菱銀行（現三菱 UFJ












ていた。2009 年 12 月、ビットワレットは楽天の連結子会社となり、2012 年に商号を楽天
Edyに変更するとともに、サービス名もEdyから楽天Edyに変更され、現在に至っている。 
 
②Suica（2004 年 3 月サービス開始） 
JR 東日本が発行する Suica は、2001 年に乗車券機能付き IC カードとして発行された。
当初の導入目的は、本業の鉄道事業における改札業務の改善であった。首都圏には多数の
自動改札機が設置されており、改札機のメンテナンスコスト及びそれに関わる人件費の削
減を目指して Suica は開発された。さらには、鉄道利用の増大による年間 35 億円程度11の











                                                   






収益源を生み出したのである。このように Suica は、IC カードが持つ特性を最大限に活か
し、乗車券から電子マネーの機能を有する IC カードへと進化したのである。 
首都圏では鉄道事業者による相互乗り入れ運転が実施されている。そこで 2007 年 3 月、
JR 東日本を除く交通事業者は共同で Suica のシステムを利用した Suica と同様の乗車券機
能付 IC カードの電子マネーPASMO を発行した。このような一連の流れが首都圏を中心に
電子マネーが普及する要因になったと考えられる。その後、各交通事業者が Suica と同様
の IC カードを発行し、2013 年 3 月には 10 種類の交通系電子マネーが相互に利用できるよ
うになった。JR 北海道で発行された Kitaca にチャージされた電子マネーを使って JR 九州
の SUGOCA 対応の路線に乗車したり、Suica が利用できるコンビニエンスストアで利用し
たりできるようになった。 
 
③WAON（2007 年 4 月サービス開始） 
WAON は、イオンにより 2007 年 4 月よりサービスが開始された電子マネーである。イ
オンは、WAON 発行の背景として、Suica やおサイフケータイなどの普及に伴い、利用者
からイオンでも電子マネーを使いたいとの要望が出されたためとしている12。そこでイオン
は、2007 年 2 月よりイオン各店にてドコモの iD と Suica が利用できるようにした。その














④nanaco（2007 年 4 月サービス開始） 
nanaco は、セブン＆アイが 2007 年 4 月にサービスを開始した電子マネーである。発行
目的をセブン-イレブンでの利用者が小銭を用意せずに買い物ができることと、レジでの待
                                                   













2001 年、専業系の Edy により新しい決済サービスとして電子マネーのサービスが開始さ
























ーで決済することの必然性がなかったことを考えると、交通系 IC カード事業者も流通系 IC
                                                   
13 野村総合研究所（2007）NRI Solutions「電子マネーの導入・運用支援」 





























JCB カードを登録した場合は JCB のポストペイ型の電子マネーの QUICPay へ、VISA カ
ードを登録した場合はドコモの電子マネーiD へと売上データが振り分けられ、電子マネー
として売上の処理が行われることが特徴である。 
アップルペイには Suica も利用できるが、Suica は前述のルールから除外され、独自の対
応が行われている。Suica を利用するためには、Suica 本体を iPhone に読み取らせて登録




















表 2-4 今後に影響を与えそうなペイメント 
（出所）クレジットカードデータ利用に係る API 連携に関する検討会 











ストライプ型（初期型プリペイドカード）、IC チップ搭載型（「Suica」等の IC プリペイド
カード）などの前払式支払手段に加え、適用の対象として、新たにサーバ管理型の前払式
                                                   
16 NTT データ経営研究所（2017）クレジットカード利用に係る API 連携に関する検討会第 5 回検討会資
料（多様な支払＆データ利活用）p.19. 
























に該当する。自家型前払式は基本的には誰でも発行が可能であるが、基準日（毎年 3 月 31




なる（第 3 条 7 項）。具体的な内容としては、前払式支払手段発行者は、基準日未使用残高





















































































らである。さらに会員は、各カード会社の社名を VISA カード、JCB カードなど、提携先
のグループの名称で呼ぶようになり、カード発行会社のオリジナルの名称は埋没すること
となった。1990 年頃よりクレジットカード専業会社は、ビジネスモデルの転換を余儀なく
                                                   




































表 3-1 11 業界別に見た 2014 年度のポイント・マイレージ年間最小発行額 
      






























462,663 100.0% 0.5% 2,313
42,509 80.0% 7.1% 2,173
98,741 100.0% 2.0% 1,079
149,822 65.0% 0.6% 604
835 50.0% 1.5円/マイル 626
87,487 80.0% 0.6% 401
88,193 60.0% 0.9% 473
45,376 60.0% 2.5% 272
32,499 100.0% 1.0% 325
合計 8,495
7,039 60.0% 0.8% 36








年と 2010 年を比較した結果、インターネットの利用者数は 1.36 倍、インターネットの普
及率は 1.35 倍となっている（表 3-2 参照）。さらに、インターネットショッピングの利用率
は、1.39 倍であり、中でもクレジットカードの利用率は 2.72 倍となっている（表 3-3 参照）。


















2002年 2010年 対比（ ％）
インターネットの利用者数（万人） 6,942 9,462 136.3
人口普及率（％） 57.8 78.2 135.3
2002年 2010年 対比
インターネットショッピングの利用率 33.2 46.1 138.9





























                                                   
21  ETC サービスの提供当初はクレジットカードに紐づけられた ETC カードしかなかったが、現在では個























表 3-5 日常的支払いにおける金額別の主な資金決済手段 
（出所）表 3-4 に同じ 
   
一方、単体のサービスとしての電子マネーも発行され、少額決済に対してのキャッシュ

















1,000円以下 89.5 4.3 7.2 0.4
1,000円超5,000円以下 85.1 15.4 5.6 0.4
5,000円超10,000円以下 77.9 25.8 2.7 0.5
10,000円超50,000円以下 60.9 47.1 1.1 1.3








     










































































































































































































表 4-1 セブン＆アイにおける主な M&A と資本提携・業務提携 































































                                                   





ただ、nanaco が発行された翌年の 2008 年には nanaco の加盟店化をグループ外へ推進
することが示されていたが、2009 年度以降はその記述が確認できない。実際にセブン＆ア
イグループ以外で nanaco が使用できる店舗は限られており、nanaco についてはグループ
内に閉じた戦略を採用しているものと考えられる。 
 
表 4-2 セブン＆アイにおける電子マネー等の現状 























































































































（出所）表 4-1 に同じ 
4-3-1 イオンの戦略 





























































































































Suica や iD の導入は、自社で電子マネーのインフラを整備すべきか、他者のプラットフォ
ームを利用するかを識別するための試金石だったのかもしれない。 







表 4-3 イオンにおける電子マネー等の現状 
 
（出所）2006 年度から 2016 年度のイオンの決算短信より筆者作成 
 


























































































発行を始めた。さらに、日本航空のマイレージカードに WAON を搭載した JAL マイレー
ジカード WAON や、クレジットカード機能を持つ JAL カードに WAON を搭載するなど、
他のカードとの提携を行うことで、WAON の会員拡大も図った。日本航空との提携によっ
て全国の空港の一部店舗（日本航空の子会社が出店する店舗）で WAON の利用が可能とな





 2008 年度の決算短信には、WAON の利用できる箇所が吉野家やファミリーマートに拡大
したことが示されている。電子マネー事業を成長領域と位置付けし、集中投資を行ってい
る。また、電子マネーの決済平均単価が約 1,760 円と記載されており、日本銀行（2017）















である。イオンでは、シニア層に対するアプローチとして、シニア専用の WAON カード（G.G 
WAON）を発行し、毎月指定の日にはポイント還元率を他のカードより引き上げるなどし
て対応している。このように、イオンではグループマネジメントの中核をなすツールとし

























さらに第２期を前期と後期に分けた。第 1 期は非接触型 IC カードを利用した実験の時代、



















った。フェリカは JR 東日本の Suica に採用され、フェリカの量産につながり、製造コスト
が引き下げられ、コスト面で優位に立った。この優位性が、その後のフェリカの普及の基
盤となり、ソニーはフェリカの普及を企業戦略の重要な柱とすることになったのである。 

























































5-1-2  貨幣的側面からの先行研究 







いては関東が 44.3％で突出している。利用者は 25～49 歳の世代で、交通機関での利用に用
いる場合が最も多い。Suica が影響していることは言うまでもなかろう。電子マネーによる




                                                   
26 渡部・岩崎・梅原（2013）pp. 84-92. 




















2014 年の数値が公表されていないため、2013 年と 2015 年の速報値を比較すると、１世帯





表 5-1 電子マネーの利用状況 
（出所）総務省統計局（2015b）（2015c）（2015d）「家計消費状況調査」より筆者作成 
 
2014 年 7 月 22 日の日本経済新聞によると、1 円単位のおつりを嫌う消費者が増えている
こと、1 円硬貨の流通は増加していないこと、電子マネーnanaco の 6 月の決済件数は税率
改定前の 3 月に比べ 2 割近く増え、増税が電子マネーの普及を後押ししていること、さら
に鉄道各社が 1 円刻み運賃を導入し、電子マネーの方が安く利用できるようにしたことか
ら現金離れを促したことが記されている。したがって、家計消費状況調査と日本経済新聞
                                                   
29 北村・大森・西田（2009）pp.129-152. 
30 2014 年については数値が公表されておらず、2015 年については 1～3 月の速報値を使用した。 
2011 2012 2013 2015
電子マネーを利用した世帯員がいる（％） 29.0 32.6 36.4 38.4












け、100 円相当の価値を翌月以降は 80 円相当に減じることや、キャンペーン期間中には
































































                                                   











































                                                   









































































































































































































































                                                   
40 一般社団法人日本スーパーマーケット協会、オール日本スーパーマーケット協会、一般社団法人 新日本
スーパーマーケット協会の 3 団体共同で発行されており、調査の対象期間は発行年の前年度（4 月～3
月）である。 

































表 6-1 スーパーマーケットにおける人員不足部門 




レジ部門 水産・鮮魚部門 惣菜部門 精肉部門 青果部門





































                                                   
42 全国スーパーマーケット協会「平成 29 年スーパーマーケット年次統計調査報告書」p.40 
43 住友信託銀行（2010）『調査月報』2010 年 3 月号 p.3. 



















































































                                                   















表 6-2 今後の現金以外の決済手段の種類別導入意向 
（出所）「平成 29 年スーパーマーケット年次統計調査報告書」p.120 より筆者作成 














ｎ クレジットカード 電子マネー その他
1～3店舗 21 38.1% 76.2% 4.8%
4～10店舗 30 60.0% 63.3% 3.3%
11～25店舗 17 35.3% 82.4% 17.6%
26～50店舗 14 35.7% 85.7% 7.1%
51店舗以上 7 42.9% 100.0%
小規模店舗中心型 30 63.3% 63.3% 3.3%
中規模店舗中心型 17 47.1% 76.5% 5.9%
大規模店舗中心型 26 26.9% 96.2% 7.7%















































年、JR 東日本では業務改善を目的とした乗車券機能付き IC カード Suica を発行し、2004




























                                                   
47 電子マネーサービス開始前に発行された Suica ではマネーサービスが利用できず、Suica の利用者は窓
口や自動券売機で、電子マネーが利用できることを示すキャラクターのペンギンが描かれた IC カード










のような利用に慣れていたことが Suica の普及要因であったと指摘している。 
2001 年に発行された Suica は 2004 年に電子マネーの機能が加わった。2007 年には JR
東日本を除く首都圏の交通事業者による電子マネーPASMO がサービスを開始し、Suica と




広がることによって Suica は電子マネーとしても広く認知され、JR 東日本の決済事業にお
けるコアなサービスの 1 つとなっていった。 



























Suica と WAON は独自のプラットフォームを企業外に展開し、他社との提携を行った。
一方、自社グループ内におけるマーケティングツールとしての機能を期待して導入された












るようなシェアの地点を指している。自社単独で critical mass を狙う場合は自社内に閉じ














































を用いた。その結果、Suica は JR 東日本の事業領域外での利用が可能となり、消費者にと
っての利便性は高まることとなった。JR 東日本には Suica の決済事業から加盟店手数料収
入という新たな収益源を加えることができたのである。 
さらに、2004 年、関東の私鉄と地下鉄各社が、JR 東日本と共同で 2007 年に IC 乗車券
PASMO の発行を目的に株式会社 IC カード相互利用センターを設立した。同センターを通
じて、JR東日本は IC乗車券と電子マネーの機能に関する技術を他社へ開放したのである。
これも一種の提携戦略である。2007 年にサービスが開始された PASMO は当初から電子マ
ネーの機能を有し、Suica との相互利用を可能とした。 





目的とする JR 東日本と、Suica の顧客を自店に取り込み、併せて電子マネーのノウハウを
自社へ取り込むことを狙ったイオンとの間で、相互補完関係を生み出す提携となった。こ
れも JR 東日本にとっては提携戦略の 1 つである。JR 東日本は、イオンとの提携を行うこ
とにより、ネットワーク外部性による規模と収益の拡大が図られ、電子マネーの市場をさ
らに広げることに成功したのである。 
                                                   





 インフラ整備については、2006 年に JR 東日本とドコモが共通インフラの運営を目的と























浅羽の主張が当てはまる事例と言える。JR 東日本は、提携（加盟店契約）により Suica を
イオンやセブン＆アイのグループ各社の店舗で利用できるようにした。しかし、JR 東日本




っている。JR 東日本は、イオンとの提携で Suica を搭載したイオンカードの発行を行うが、
この提携カードもイオンが WAON を発行する前から行っている。イオンカードに Suica を
載せることで JR 東日本へは Suica の利用手数料が入る。提携のルールを自社の優位になる
                                                   
















































表 7-1 電子マネーを発行する 3 社の特徴 












































































































取引において、原価 700 円、売価 1,000 円の商品の価格を 10％引き下げた場合、売価は 900
円となり、粗利益は 300 円から 200 円となり、減収減益となる。しかし、売上の 10％に相
























                                                   

































電子マネー ポイント 企業の主な戦略 時期
① × × 製品、店舗環境等状況
② × 〇 ポイント特典による差別化 1985年～
③ ○ × 時間節約、キャッシュレス 2001年～
























れる。1 つは、成長戦略における多角化としての金融事業としての役割である。もう 1 つは
顧客への情報提供と顧客の情報収集、さらには、ポイント等の特典付与による売上の増加
を目的とする競争戦略のツールとしての役割である。 













                                                   






を持たせたのである。WAON に公共性を持たせることにより、利用者に WAON を保有す
るための必然性を生み出し、WAON の知名度の向上も同時に図ろうとしたのである。さら
にイオンは、それぞれの地域において自社だけではなく地元商店と共存共栄が可能となる


























レブンである。コンビニエンスストアにおける 2016 年度の 1 回当たりの平均売上高は、約
600 円61、電子マネーの１回あたりの平均利用額は約 990 円である62。店側と買物客の両方
にとって瞬時に決済できる電子マネーの取引コストは小さく利便性が高い。これらのこと
からも、電子マネーとコンビニエンスストアの親和性が高いと考えられる。顧客属性や購
























































































                                                   








































便局への持ち込み費用、郵送代などが考えられる。請求額が 10,000 円、加盟店手数料率 2％と試算した




























































































表 8-1 マックスバリュ北海道における電子マネー関連データ 






































2009 75,143 16,888 284 1.7% 12,741 793 850
2010 76,148 20,946 347 1.7% 16,190 983 1,036
2011 79,365 24,238 389 1.6% 18,919 1,154 1,185
2012 89,218 30,182 467 1.5% 23,848 1,250 1,288
2013 89,037 34,032 464 1.5% 27,286 1,525 1,581
2014 95,239 40,173 629 1.6% 32,913 1,901 1,945
2015 108,141 45,915 719 1.6% 38,080 2,253 2,320





表 8-2 イオン北海道における電子マネー関連データ 
（出所）イオン北海道 2013 年度～2016 年度の有価証券報告書より筆者作成 
 
表 8-3 マックスバリュ東北における電子マネー関連データ 
（出所）マックスバリュ東北 2011 年度～2016 年度の有価証券報告書より筆者作成 










び化粧品・日用品等の卸売業であるメディセオ・パルタックの 2004 年度から 2009 年度の







2013 156,159 4,934 - 52
2014 156,182 66,500 19 33
2015 170,305 71,363 9 30







2011 89,755 15,498 936 1,049
2012 93,455 20,001 1,049 1,162
2013 97,017 25,479 1,289 1,373
2014 109,010 31,536 1,654 1,789
2015 110,292 33,248 1,824 1,931







表 8-4 はマックスバリュ北海道の CCC を求めるために集約した経営数値を一覧にしたも
のであり、それを用いて売上債権回転日数、棚卸資産回転日数、仕入債務回転日数、CCC
をそれぞれ求めた。表 8-5 には各種回転日数と CCC の計算結果が示されている。 
 
表 8-4 マックスバリュ北海道の CCC 関連データ 
（出所）マックスバリュ北海道 2008 年度～2016 年度の有価証券報告書より筆者作成 
 
表 8-5 マックスバリュ北海道の各種回転日数と CCC 
 
（出所）表 8-4 に同じ 
 
商品の仕入から販売されるまでの間は保管在庫となり、販売後に代金の回収が行われる。
















単位 百万円 百万円 百万円 日 日 日 日
2008 607 793 △ 186 △ 0.9 14.9 52.3 △ 38.3
2009 571 850 △ 279 △ 1.4 12.6 47.8 △ 36.6
2010 212 1,036 △ 824 △ 3.9 12.8 39.0 △ 30.2
2011 224 1,185 △ 961 △ 4.4 12.4 39.0 △ 31.0
2012 215 1,288 △ 1,073 △ 4.4 11.0 33.8 △ 27.2
2013 250 1,581 △ 1,331 △ 5.5 11.4 36.1 △ 30.1
2014 264 1,945 △ 1,681 △ 6.4 11.0 47.0 △ 42.5
2015 403 2,320 △ 1,917 △ 6.5 12.8 39.9 △ 33.6
2016 441 2,133 △ 1,692 △ 5.1 11.0 34.9 △ 29.0
(単位：百万円）
年度 売上高 売掛金 預り金 商品 売上原価 買掛金 前払金 支払手形
2008 76,043 607 793 2,349 57,656 8,532 327 53
2009 75,143 571 850 1,978 57,455 7,805 320 47
2010 76,148 212 1,036 2,038 58,146 6,489 296 25
2011 79,365 224 1,185 2,071 60,956 6,770 282 26
2012 89,218 215 1,288 2,078 69,007 6,619 247 16
2013 89,037 250 1,581 2,170 69,207 7,093 259 14
2014 95,239 264 1,945 2,240 74,404 9,850 281 21
2015 108,141 403 2,320 2,959 84,608 9,549 313 14










マックスバリュ北海道の売上債権残高は 2008 年度から 2016 年度までの全ての年度で負
の値となっており、どの年度も売掛金（クレジットカード債権等の期末残高）より電子マ
ネー預り金残高の方が大きい。電子マネー預り金残高は年々増加しているのに対し、売掛















仕入債務回転日数は 40 日前後であるが、2008 年度には 52.3 日だったのが、2016 年度
には 34.9 日となり、17 日ほど短縮している。その結果、マックスバリュ北海道の CCC は









                                                   
74 現在、通常時にイオングループ内での買い物に付与されるポイント還元率はイオンのクレジットカード













































表 8-6 マックスバリュ北海道のキャッシュレス手数料 
 
































2009 75,143 16,888 5,247 22,135 284 25 61 370 411
2010 76,148 20,946 5,256 26,202 347 27 63 437 482
2011 79,365 24,238 5,644 29,882 389 29 65 483 858
2012 89,218 30,182 6,626 36,808 467 33 76 576 917
2013 89,037 34,032 6,894 40,926 464 34 74 572 1,312
2014 95,239 40,173 8,324 48,497 629 44 93 766 1,511
2015 108,141 45,915 9,689 55,604 719 67 107 893 1,152






































































































































 外資系クレジットカード会社の VISA カードが、電子マネーVISA タッチの取扱いを始め
た。その導入に伴って日本企業の決済事業についても影響が予想される。VISA タッチは、
VISA インターナショナルがライセンス許可を与えた企業が発行できる後払い式の電子マ
ネーである。現在は、VISA タッチが搭載されていなくても VISA カードの発行をすること





ブランドの VISA に加え、フェリカを用いた電子マネーの WAON が一体となっている。イ
オングループは、すでに本件についての受け入れを受諾し、プレス発表をした。Suica につ
いては、JR 東日本から何も発表されていない。アップルペイが Suica のために例外を認め
たように、VISA カードも Suica へ例外措置を認めるかどうかが注目される。 
フェリカの最大の特徴は決済処理のスピードである。通常の買い物での決済であれば、
VISA タッチに搭載される IC チップでも問題はないが、改札を通過するのに必要なスピー
ドには追いついていない。したがって、JR 東日本が発行するビューカード VISA に、改札
で使用できない VISA の IC チップを搭載する可能性は低いものと思われる。世界一を自負
するビザ・インターナショナルが、これまでと同様にフェリカチップの搭載を認め、日本



















ORIGAMI のサービスが始まっており、ソフトバンクが中心となって PayPay という名称
のサービスが始まる。ただ、新たな決済手段といっても、実際はクレジットカードと紐づ
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